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 日米首脳会談は双方ともに意義のある結果となり、安倍・トランプ下の日米関係は順調にスタート。 

 ただ米通商・為替政策の方針はこれから明らかになるため一方的な円安・ドル高の公算は小さい。 

 日本株も過度に楽観的な動きにはならず、しばらく米財政規模を巡る思惑で振れやすい展開か。 

日米首脳会談後のドル円相場と日本株 

日米首脳会談は双方ともに意義のある結果となり、安倍・トランプ下の日米関係は順調にスタート 

 

 2月10日に行われた日米首脳会談は、友好ムードのなか波乱なく終了しました。会談前はトランプ米大統領

が安全保障や通商問題にどのような姿勢で臨むのか読みにくかった点が懸念されましたが、日本にとって、①日米

同盟の重要性が再確認できたこと、②米国側からの貿易不均衡や為替政策に関する直接的な言及を回避で

きたことは、大きな意義があったと思われます。 

 

 また米国にとっても、①アジア太平洋地域で重要な軍事拠点となる日本との友好関係を内外に示したこと、②

日本から積極的な経済協力の意思が示され、高い技術力で米国の成長戦略に貢献し、新しい雇用を生み出

せるという強いメッセージが得られたことは、十分な成果だったと思われます。やや警戒感が残るなかで始まった今

回の首脳会談でしたが、安倍・トランプ下の日米関係は、まずは順調なスタートを切ったといえます。 
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【図表2：主な閣僚の承認状況】 【図表1：日米首脳会談「共同声明」の要旨】 

(出所)各種資料を基に三井住友アセットマネジメント作成 (注) トランプ大統領就任後3週間時点。 
(出所) 各種資料を基に三井住友アセットマネジメント作成 

日米同盟 

日米同盟はアジア太平洋地域における平和、繁栄および自由の礎 

日米安全保障条約第5条は尖閣諸島に適用 

日米経済関係 

相互補完的な財政、金融、構造政策のコミットメントを再確認 

自由で公正な貿易ルールに基づき日米間や地域の経済関係を強化 

日米間の貿易・投資関係の深化 

日米で二国間の枠組みに関する議論を行う 

省名 氏名 上院での承認 

国務省 レックス・ティラーソン 済 

財務省 スティーブン・ムニューチン 未済 

国防総省 ジェームズ・マティス 済 

司法省 ジェフ・セッションズ 済 

内務省 ライアン・ジンキ 未済 

農務省 ソニー・パーデュー 未済 

商務省 ウィルバー・ロス 未済 
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ただ米通商・為替政策の方針はこれから明らかになるため一方的な円安・ドル高の公算は小さい 

 

 米国から自由貿易協定（FTA）の締結要請はありませんでしたが、日米首脳会談の共同声明には、日米で

2国間の枠組みに関する議論を行う旨が記されました（図表1）。今後、米インフラ事業への投資や貿易の枠

組みなどについて、麻生副総理とペンス副大統領との経済対話で協議される見通しですが、自動車貿易などは、

場合によって厳しい交渉となる可能性も残ります。 

 

 また為替については、日本の財務大臣と米国の財務長官との間で緊密な協議を続けていく方針が示されまし

た。米国では財務長官や商務長官など主要閣僚の承認が進んでおらず（図表2）、米国の通商政策や為替

政策の方針が明らかになるのはこれからです。そのため今回の首脳会談を経ても、ある程度の警戒感は市場に

残り、一方的に円安・ドル高が進む公算は小さいと思われます。 

 

日本株も過度に楽観的な動きにはならず、しばらく米財政規模を巡る思惑で振れやすい展開か 

 

 日本株についても同様に、米国の通商政策や為替政策を見極める必要性から、過度に楽観的な動きにはつ

ながらない可能性があります。またトランプ米大統領の財政プランを含む経済運営の枠組みは、米上下両院合

同本会議での演説（2月28日）や、その後の予算教書で明らかになる見通しです。またその先には米議会で

の予算審議も控えているため、日本株はしばらく米財政政策の規模を巡る思惑で上下に振れやすい展開が予

想されます。 

 

 目先の材料として、2月14日にイエレン米連邦準備制度理事会（FRB）議長による半期に一度の議会証

言が予定されており、次の利上げ時期に関する手掛かりが示されるか否かに注目が集まります。ただ財政政策の

規模が明らかになるまでは米国経済への影響も見通しにくく、現段階でイエレン議長が利上げ時期を示唆する可

能性は低いと思われます。そのため今回の議会証言がドル円相場と日本株の方向性に与える影響は限定的と

みています。 
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 当資料は、情報提供を目的として、三井住友アセットマネジメントが作成したものであり、投資勧誘を目的として作成されたもの又は

金融商品取引法に基づく開示書類ではありません。 

 当資料に基づいて取られた投資行動の結果については、当社は責任を負いません。 

 当資料の内容は作成基準日現在のものであり、将来予告なく変更されることがあります。 

 当資料は当社が信頼性が高いと判断した情報等に基づき作成しておりますが、その正確性・完全性を保証するものではありません。 

 当資料に市場環境等についてのデータ・分析等が含まれる場合、それらは過去の実績及び将来の予想であり、今後の市場環境等を

保証するものではありません。 

 当資料にインデックス・統計資料等が記載される場合、それらの知的所有権その他の一切の権利は、その発行者および許諾者に帰

属します。 

 本資料の内容に関する一切の権利は当社にあります。本資料を投資の目的に使用したり、承認なく複製又は第三者への開示等を

行うことを厳に禁じます。 

 この資料の内容は、当社が行う投資信託および投資顧問契約における運用指図、投資判断とは異なることがありますので、ご了解

下さい。 

 

三井住友アセットマネジメント株式会社 

金融商品取引業者 関東財務局長（金商）第399号 

加入協会：一般社団法人投資信託協会、一般社団法人日本投資顧問業協会、一般社団法人第二種金融商品取引業協会 


